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飯⽥市第５次基本構想後期基本計画

2007年
（平成19年）

2018年
（平成30年）

2028年
（平成40年）

2040年
（平成52年）

2027年
（平成39年）

リニア開業

飯⽥市総合計画（いいだ未来デザイン2028）

飯⽥市⼟地利⽤基本⽅針 （都市計画マスタープラン）飯⽥市⼟地利⽤基本⽅針 （都市計画マスタープラン）

国⼟利⽤計画第３次飯⽥市計画国⼟利⽤計画第３次飯⽥市計画

概ね20年後の都市を展望する
（概ね５年に⾒直し）

いいだ⼭⾥街づくり推進計画
（⽴地適正化計画）

いいだ⼭⾥街づくり推進計画
（⽴地適正化計画）

飯⽥市⼟地利⽤基本⽅針

（市全域の⼟地利⽤に関する基本的な⽅針）

高度化 いいだ⼭⾥街づくり推進計画
（拠点集約連携都市構造の推進と「⼭」「⾥」
「街」の暮らしに配慮した戦略的な計画）

各地区毎の
⼭⾥街づくり推進計画
・居住区域の共有と考え⽅
・地域機能集積区域の設定
・各地区・各拠点の連携のあり⽅
ほか

いいだ⼭⾥街づくり推進計画は、全体計画と地域別計画に分け、先⾏的に全体計画を検討
します。今後、地域の皆さんと地域⼟地利⽤⽅針の検討などを⾏い、それにあわせて随時、
各地区毎の計画づくりを進めます。地域機能集積区域を中⼼とした地域の特性や個性に応じ
た「⼭」「⾥」「街」の暮らしの実現に向けて、検討を⾏っていきます。

第２次飯⽥市計画第２次飯⽥市計画

いいだ未来デザイン2028（飯⽥市総合計画）や飯⽥市⼟地利⽤基本⽅針が、リニア開業の
2028年を⽬標年次としていることから、本計画もそれらに合わせた⽬標年次とします。
しかし、本計画における居住や都市機能の持続性は、⻑期的な視点から都市の姿を展望する

必要があることから、2040年の都市を展望したものとします。
また、概ね５年ごとに計画の進捗や妥当性を評価し、必要に応じた⾒直しを⾏うとともに、

公共交通の再編、公共施設の再配置等に合わせた変更を検討します。

全体⽅針

都市づくりの理念と⽬標
将来都市構造
都市の整備に関する⽅針
都市施設の整備⽅針
緑・景観の育成 など

各地区毎の
地域⼟地利⽤⽅針
・⼟地利⽤の⽅針
・景観の育成⽅針
・緑の育成⽅針
ほか

全体計画

都市の現状・課題
⽴地適正化の⽅針
区域と⽴地を図るべき施設
⽴地適正化の施策
評価指標と⽬標値

調和

１．計画の位置づけ

２．計画の対象区域

３．都市構造の基礎調査結果から

４．各拠点への機能集約と拠点間連携の考え⽅

５．区域設定の考え⽅

６．街の暮らし推進区域・都市機能集積区域の設定

７．都市機能⽴地を図るべき施設の検討

８．居住誘導区域外の住宅開発等における勧告基準

９．都市交通体系整備による拠点間連携

10．⽬標値の設定

11．今後の取組〜地域⼟地利⽤⽅針への展開〜

12．スケジュール
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いいだ山里街づくり推進計画（素案）【概要版】

～ 飯田市版立地適正化計画 ～
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拠点集約連携型都市構造(模式図)

・本計画の対象区域は、基本⽅針が飯⽥市全域を対象として検討する観点から、同じく飯⽥
市全域とします。
・制度上の「街」の暮らしに焦点をあてつつ、「⼭」「⾥」の暮らしに配慮した検討を⾏い
ます。
・「拠点集約連携型都市構造」の推進と具現化のため、リニア駅設置を特殊事情と捉える中
で、まずは、広域交通拠点（リニア駅周辺）と中⼼拠点（中⼼市街地）の検討を先⾏して⾏
います。

制度上の⽴地適正化計画制度の
適⽤がある区域＝ 都市計画区域
→このエリアを先⾏して検討

本計画の対象区域 ＝ 全市域

計画の対象区域２

「⼭」や「⾥」の
暮らしにも配慮

「街」の暮らしに焦点

先進的でシームレスな交通
JR飯⽥駅とリニア駅発の路線は、
短い運転間隔とすることで、居住
者・来訪者に対してスムーズかつ
シームレスな交通を検討します。

 公共交通の乗り物についても、
未来型の乗り物（初期段階は、
EVバス⾞両、将来的には⾃動運
転⾞両等）へと転換を検討する
ことで、環境や⼈⼿不⾜等の社
会課題に対応していきます。

中⼼拠点と広域交通拠点を
結ぶ循環型交通路線

●内環状軸内で、JR飯⽥駅とリニ
ア駅の⼆拠点間を複数路線で運⾏
する交通路線を設定します。

都市交通体系整備による拠点間連携９

目標値の設定10 精査中

「街」の区域の利便性の向上により、⼈⼝減少、リニア時代を⾒据えた中にあって
も持続可能な都市経営を⽬指し、⽬標値の設定を⾏います。

指 標 基準値（2015） ⽬標（2040）

全市の⼈⼝ 101,581⼈ 92471⼈

街の暮らし推進区域内の⼈⼝ 29,362⼈ 29,362⼈

街の暮らし推進区域内の⼈⼝密度 29.0⼈/ha 29.0⼈/ha

都市機能集積区域内の主要地点の歩
⾏者通⾏量

中⼼拠点 ⼈ ⼈

広域交通拠点 ⼈ ⼈

都市機能集積区域内の地価
中⼼拠点 円／㎡ 円／㎡

広域交通拠点 円／㎡ 円／㎡

地域⼟地利⽤⽅針を策定している地域数 8地域 20地域

市内全新築着⼯件数のうち、街の暮らし推進区域内の割合 ％ ％

計画の位置づけ１

・いいだ⼭⾥街づくり推進計画は、国⼟利⽤計画第３次飯⽥市計画（国⼟利⽤計画）や飯⽥市
⼟地利⽤基本⽅針（基本⽅針）に掲げる「拠点集約連携型都市構造」の実現を⽬指します。
・また本計画においては、国の「⽴地適正化計画制度」の適⽤を受ける「街」の区域について
は、効果的に施策や財政⽀援等を活⽤することを⾒据えた戦略的な計画とします。
・「⼭」「⾥」の区域についても、現状や課題について、市⺠や事業者など、様々な⽴場の
⼈々と共有し、それぞれの地域の⼟地利⽤についてみんなで考えるきっかけづくりとしてい
きます。

拠点類型 都市計画上の該当地域

中⼼拠点 中⼼市街地

広域交通拠点 リニア駅を中⼼とするエリア

地域拠点
各⾃治振興センターを中⼼とす
るコミュニティ

交流拠点 天⿓峡・遠⼭郷
この２拠点を先⾏して検討

飯⽥市⼟地利⽤基本⽅針

（市全域の⼟地利⽤に関する基本的な⽅針）

市の都市計画マスタープラン
（都市計画に関する部分）

都市計画法の活⽤や都市計画事業

⽴地適正化計画
（既成市街地である「街」に関する部分）

都市再⽣特措法の活⽤や都市再⽣事業

高度化即す

いいだ⼭⾥街づくり推進計画
（拠点集約連携都市構造の推進と「⼭」「⾥」
「街」の暮らしに配慮した戦略的な計画）
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各拠点への機能集約と拠点間連携の考え方４

都市構造の基礎調査結果から３

0 2 4 6 81

km

市役所

支所・出張所

自治振興センター

公民館

生活利便地域

施設圏域が1つのエリア

施設圏域が2つ重なるエリア

施設圏域が3つ重なるエリア

施設圏域が4つ重なるエリア

施設圏域が5つ重なるエリア

施設圏域が6つ重なるエリア

都市構造ヒートマップ（生活利便地域）

商業施設・コンビニ・医療施設・介護福祉施設・子育て支援

施設・金融機関の6種類の施設圏域を重ね合わせ、重なり

が多く、色の濃い圏域が生活利便性が高い地域といえます。

人口集中地区（20 15年）

10 0人以上減少

50人以上減少

10人以上減少

10人未満の増減

10人以上増加

50人以上増加

100人以上増加

都市構造の概略（環状道路軸）2015～2040年の人口増減

・2040年にかけ、中⼼市街地とその周縁部では⼈⼝減少が予想されます。また、郊外部では、共
通して減少・分散傾向にあります。
・⽣活サービス施設は、国⼟利⽤計画における「街」の都市機能集積ゾーンと⽣活環境形成ゾーン、
「⾥」の農住環境調和ゾーンの範囲内に収まっています。
・都市機能の集積状況では、内環状道路軸の地域で、相対的に⽣活サービスの充⾜度が⾼く、中⼼
拠点に向かうにつれ、⽣活サービスの充⾜度が⾼くなっているといえます。
・⽣活サービス圏域の重⼼は、各地区の⾃治振興センターや公⺠館等がコミュニティ活動の拠点と
なっていますが、持続的な⽣活サービスの維持・提供のあり⽅が課題です。

・中⼼拠点、広域交通拠点、交流
拠点は「全市⺠」のための都市
機能、地域拠点は各地区の「地
域住⺠」のための地域機能が⽴
地する拠点として、整理します。

交流拠点

中⼼拠点

地域拠点

• 「飯⽥らしさが凝縮されている場」、「飯
⽥下伊那圏域17万⼈の⼼をつなぐ拠り所」
（第2期飯⽥市中⼼市街地活性化基本計画）

広域交通拠点

• ⻑野県の南の⽞関⼝、三遠南信の
北の⽞関⼝、トランジットハブ

• 地域のコミュニティ⽣活
の必需が揃うまち

• 各地区における持続的な
くらしと⾃治の展開

橋南、橋北、東野、⽻場、丸⼭、⿍、
伊賀良、松尾、上郷、川路、⻯丘、
座光寺、⼭本、三穂、⿓江、千代、
下久堅、上久堅、上村、南信濃

【全市⺠のための拠点】

【全市⺠のための拠点】

【地域住⺠のための拠点】

・各拠点間の連携を図るた
め、地域公共交通網の再
編を検討します。

• 天⿓峡、遠⼭郷の観光振興拠点
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道路網等

・中⼼拠点と広域交通拠
点との連携のあり⽅につ
いては、内環状道路軸な
ど道路網整備を進めると
ともに、先進的でシーム
レスな公共交通の創出に
努めます。

都市機能立地を図るべき施設の検討７

居住誘導区域外の住宅開発等における勧告基準８

中⼼拠点

広域交通拠点

魅力発信施設

広場

立体駐車場

防災拠点

交通広場

リニア長野県駅

交通広場

重点協議区域

シルクホテル
大型商業

施設跡地

飯田駅

国合同庁舎

扇町公園

飯田市役所

りんご並木

信金大ホールりんご庁舎

動物園

美術博物館

人形美術館

中央図書館

県合同庁舎

桜並木

中央公園

飯田病院

スマートウェルネス

包括支援センター

風越公園

警察署

浜井場

小学校

裁判所

武道館

飯田東中学校

市公民館

消費生活

センター
追手町

小学校

商工会館

飯伊森林組合

職業訓練校

創造館

映画館

映画館

都市機能集積区域に⽴地している施設
・ 現在集積している施設を都市機能⽴地を
図るべき施設として再設定し、今後も未
来に向けてブラッシュアップし維持して
いきます。

開発地の指定状況 勧告基準

居住誘導区域に含まないと
されている区域

①農⽤地区域
②⾃然公園法に規定する特別地域
③保安林の区域

開発不可

原則として、居住誘導区域
に含まないこととすべき区
域

①⼟砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）

②急傾斜地崩壊危険区域
③地すべり防⽌区域

開発不可
ただし、法令の許可を受け
て建築可能なものは勧告す
る。なお、建替え等で防災
対策措置を講じたものは除
く（指導・助⾔）

適当でないと判断される場
合は、原則として、居住誘
導区域に含まないこととす
べき区域

①⼟砂災害警戒区域
（イエローゾーン）

②100年確率50cm以上の浸⽔想定区域

する
ただし、現地建替え等で防
災対策措置などを講じたも
の除く（指導・助⾔）

③災害の発⽣のおそれのある区域（⼭地災害危険区域、砂防指定
地、⼟砂災害危険個所、100年確率50cm未満の浸⽔想定区域）

しない
（指導・助⾔）

居住誘導区域に含めること
について慎重に判断を⾏う
ことが望ましい区域

①⼯業専⽤地域により住宅の建築が制限されている区域
②特別⽤途地区、地区計画等で、住宅の建築が制限されている
区域

開発不可

上記以外
⽤途地域内及び⼟地利⽤検討区域内 しない

⽤途地域外 しない（指導のみ）

街の暮らし推進区域（⼟地利⽤検討区域を除く。）は、都市再⽣特別措置法による制度上、居住誘導
区域に相当するものです。区域外の住宅開発等については届出により状況を把握した上で、調整等の対
応が想定され、場合により法に基づく勧告等を⾏いますが、その際の基準を定める必要があります。

【全市⺠のための拠点】



都市機能

誘導区域

居住誘導

区域

⽤
途
地
域

⽩
地

⽴地適正化計画制度
(国の制度）

区
域
外

都
市
計
画

誘導

区域設定の考え方５

都市機能誘導区域に相当
（中⼼拠点・広域交通拠点
に設定）
居住誘導区域に相当
（⽤途地域及び周辺・近郊
に設定（ただし、制度上の居住誘導区域

は、⼟地利⽤検討区域を除く。））

制度計画区域
（都市計画区域内で制度適
⽤、届出・勧告対象）

居住に適さない区域
（⼟砂災害防⽌法の特別
警戒区域や浸⽔想定区域
等の災害危険性の⾼い⼜
はある区域等）

飯⽥市独⾃の区域
（地域拠点に設定。⽤途地
域内は都市再⽣整備計画の
活⽤など必要に応じ検討）

飯⽥市独⾃の区域
（街の暮らし以外の区域で居住に適した区域に設定）

飯⽥市独⾃の区域
（⽤途地域の指定等の検
討を進める区域）

国の制度を最⼤限活⽤しながら、飯⽥市に適した計画とします。

いいだ⼭⾥街づくり推進計画
（飯⽥市版⽴地適正化計画）
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街の暮らし推進区域・都市機能集積区域の設定６

① 中⼼拠点（中⼼市街地）の都市機能集積を維持活⽤し、機能のブラッシュアップにより
求⼼⼒を⾼めます。

② 広域交通拠点（リニア駅周辺）では、交通結節機能を整備することで広域的な駅利⽤圏
域を形成し、中⼼拠点との連携を図ります。

③ 将来的な都市構造の変化や各地区の地区計画、基本構想等を踏まえ、都市機能集積を
段階的に検討します。
④内環状道路軸内の⽤途地域未設定区域については、街の暮らし推進区域とするために、⽤
途地域の設定を前提として段階的に⼟地利⽤の⾒直しを⾏っていきます。

凡 例

街の暮らし推進区域 内環状道路軸

街の暮らし推進区域
(⽤途地域が未設定のた
め、段階的に⼟地利⽤を
検討していく区域)

放射道路軸

都市機能集積区域 中央⾃動⾞道

都市機能集積区域居住に適さないエリアの除外 街の暮らし推進区域

災害の危険性が⾼い区域や、法
規制により居住の制約がある区
域を除く

①居住等区域のうち、
②都市計画上の位置づけを勘案
し、中⼼拠点（中⼼市街地）と
広域交通拠点（リニア駅周辺）
に「都市機能集積区域」を設定

①居住等区域のうち、
②内環状道路軸内の⽤途地域で、
③都市機能集積区域へのアクセ
ス性を勘案し、「街の暮らし推
進区域」を設定

【区域の設定フロー】


